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第１章 計画の策定にあたり 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

 平成 18 年４月に障がい者自立支援法が施行され、これに基づき平成２１年

３月に策定した「川島町障がい福祉計画（第２期）」は、「川島町障がい者基本

計画」（平成２１年度～平成３０年度）における様々な障がい者施策分野の中で

も、特に障がい福祉サービス等の提供に関する具体的な体制づくりやサービス

等を確保するための方策等を示す実施計画となっています。この計画では、障

がい福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業などの円滑な実施を確保する

ための方策等を定め、障がい者の地域生活への移行や就労支援といった目標に

向けて取り組みを進めているところです。 

 第３期計画となる本計画では、第２期計画で定めた目標値やサービス見込量

の進捗状況等の分析・評価を行ったうえで、より障がい者等のニーズや地域資

源などの現状に即した取り組みや課題を整理・検証し、平成 2４年度から平成 2

６年度までのサービス提供基盤の着実な推進を図るため策定するものです。 
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２ 計画の性格と法的位置づけ 

 

 本計画は、障がい者自立支援法第 88 条に定める「市町村障がい福祉計画」

として策定するものであり、本町における障がい福祉サービスに関する事業量

の見込みやその確保の方策を定めるものです。 

 なお、本計画の策定にあたっては、川島町障がい者基本計画と調和を持たせ

て定めるものとします。 

 

 ■障がい福祉計画と障がい者計画の違いについて 

 

 障がい福祉計画は「障がい者自立支援法」第 88 条第１項を法的根拠とし、

障がい者基本計画は「障がい者基本法」第９条第３項を法的根拠として定め

る計画となります。 

 

 障がい者基本計画 障がい福祉計画 

法的根拠 障がい者基本法(第９条第３項) 障がい者自立支援法(第 88 条) 

市町村の策定義務 平成 19 年度から義務化 義務 

計画の性格 
障がい者の施策全般にわたる基

本的な事項を定める 

障がい福祉サービスに関する３

年間の実施計画 

国・県の計画との関係 

障がい者計画は、国の障がい者

基本計画及び都道府県障がい

者計画を基本にして策定 

国の基本指針に則して作成し、

市町村障がい福祉計画を積み

上げていく形で都道府県障がい

福祉計画を策定 

計画期間 規定なし ３か年を 1 期とする 

※本編は川島町障がい福祉計画について定めるものです。川島町障がい者基本計画につい

ては、別冊をご覧ください。 
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３ 計画の対象 

 

 本計画の対象は、町内に在住の障がい者及び障がい児となります。なお、障

がい者自立支援法第４条に定義される障がい者・障がい児は以下の通りとなり

ます。 

 

・「障がい者」 

 身体障がい者福祉法第四条に規定する身体障がい者、知的障がい者福祉法

にいう知的障がい者のうち１８歳以上である者、精神保健及び精神障がい者

福祉に関する法律第五条に規定する精神障がい者（知的障がい者福祉法にい

う知的障がい者を除く。）のうち１８歳以上である者。 

 

・「障がい児」 

 児童福祉法第四条に規定する障がい児及び精神障がい者のうち１８歳未

満である者。 

 

４ 計画の期間 

 

 本計画は、平成 2４年度から平成 2６年度までの３か年計画とします。計画

の最終年度にあたる平成 2６年度には、計画の進行状況を踏まえ第４期計画の

策定となります。 

 

平成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年

川島町障がい者基本計画
(平成21～30年度)

川島町障がい福祉計画
(第２期)

(平成21～23年度)
川島町障がい福祉計画

(第３期)
(平成24～26年度)

第４次・川島町総合振興計画
後期基本計画

(平成18～22年度)

川島町障がい福祉計画
(第１期)

(平成18～20年度)

川島町障がい者福祉プラン
21

(平成11～20年度)

第５次・川島町総合振興計画
前期基本計画

(平成23～27年度)
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第２章 計画の基本理念と施策体系 

 

１ 計画の基本理念 

 

 「川島町障がい者基本計画」の基本理念である「ノーマライゼーション」と

「リハビリテーション」を本計画の基本理念として施策に取り組んでいきます。

「ノーマライゼーション」は、「障がいの有無にかかわらず、一般社会の中で障

がいのある人と障がいのない人が共に生きる社会が普通の社会である」とする、

障がい者福祉に取り組むにあたっての最も基本的な理念となります。「リハビリ

テーション」は、一般的な機能訓練を示すほか、「生活のあらゆる場面において、

人間的な生活を送り、障がい者の自立と参加を目指す」とする意味をもち、同

じように障がい者福祉に取り組むにあたっての基本的な理念になります。 

 

２ 計画の基本的考え方 

 

 障がい福祉計画の策定にあたっては、下記の基本的な考え方に基づいて策定

を進める必要があります。 

 

１．障がい者の自己決定と自己選択の尊重 

 障がいの種別、程度を問わず、障がい者が自らその居住する場所を選択し、必要と

する障がい福祉サービスやその他の支援を受けつつ、障がい者の自立と社会参加の実

現を図っていくことを基本として、障がい福祉サービスの提供基盤の整備を進める。

２．市町村を基本とする仕組みへの統一と３障がいの制度の一元化 

障がい福祉サービスに関し、市町村を基本とする仕組みに統一するとともに、身体、

精神、知的と３障がいに分かれていた制度を一元化する。これにより、立ち後れてい

る精神障がい者などに対するサービスの充実を図る。 

３．地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス基盤の整備 

 障がい者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援などのサービス提供基盤を

整える。 

また、障がい者の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、ＮＰＯ等の地域

の社会資源を 大限に活用し、基盤整備を進める。 
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３ 施策の体系 

 

 

(１) 地域生活に移行する入所施設入所者の数 

(２) 入院中の退院可能な精神障がい者の減少数 

１ 目指す平成 2６年度

の目標値 

(３) 福祉施設から一般就労への移行 

居宅介護 

重度訪問介護 

行動援護 

重度障がい者等包括支援 

同行援護 

(１) 訪問系サービス 

短期入所 

生活介護 

自立訓練(機能訓練・生活訓練)

就労移行支援 

就労継続支援(Ａ型・Ｂ型) 

療養介護 

(２) 日中活動系サービス 

児童デイサービス 

共同生活援助(グループホーム) 

共同生活介護(ケアホーム) 

２ 障がい福祉サービ

ス 

(３) 居住系サービス 

施設入所支援 

(１)指定相談支援(サービス利用計画作成) 

(２)自立支援医療 

(３)療養介護医療 

３ その他の障がい福

祉サービス 

(４)補装具 
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障がい者相談支援事業 

地域自立支援協議会 

市町村相談支援機能強化事業 

住宅入居等支援事業 

(１)相談支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

手話通訳者派遣事業 

要約筆記者派遣事業 

(２)コミュニケーション 

支援事業 

手話通訳者設置事業 

介護・訓練支援用具 

自立生活支援用具 

在宅療養等支援用具 

情報・意思疎通支援用具 

排泄管理支援用具 

(３)日常生活用具給付等 

事業 

住宅改修費 

(４)移動支援事業 

(５)地域活動支援センター事業 

日中一時支援事業 

重度身体障がい者訪問入浴 

サービス事業 

スポーツ・レクリエーション教

室、芸術・文化講座開催等事業

自動車運転免許取得費及び 

自動車改造費助成事業 

(６)その他の事業 

(任意事業) 

寝具乾燥車派遣事業 

障がい者・児生活サポート事業

福祉タクシー利用助成制度 

４ 地域生活支援事業

等の充実に向けて 

(７)地域生活支援事業 

以外の事業 

重度心身障がい者自動車燃料

費助成事業 
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第３章 障がい福祉サービスの充実に向けて 

 

１ 目指す平成 26 年度の目標値 

 

 

 

（１）地域生活に移行する入所施設入所者の数 

 

●目標設定の考え方 

 平成 2６年度末までに、平成 17 年 10 月１日時点の入所施設利用者の３0％

以上が地域生活に移行することをめざすとともに、平成 2６年度末時点の施設

入所者数を平成 17 年 10 月１日時点の施設入所者数から１０％以上削減する

ことを基本としつつ、地域の実情に応じた目標を設定 

 

項 目 数 値 考 え 方 

現施設入所者数 (Ａ) 25 人 平成17年10月1日の対象施設入所者（※）

自然退所者数  (Ｂ) 1 人
(Ａ)のうち平成 26 年度までに自然退所

(死亡・入院等)する者の見込数 

【目標値】 

地域生活移行数 (Ｃ) 
8 人

(Ａ)のうち平成 26 年度末までにグループホ

ーム、一般住宅等へ移行する者の目標数 

地域生活移行率 (32%) (Ｃ/Ａ) 

新たな施設入所支援 

利用者     (Ｄ) 
6 人

平成 26年度末までに新たに施設入所支援

が必要な利用人員見込 

平成26年度末の入所者数 

        (Ｅ) 
22 人

平成 26 年度末の利用人員見込 

(Ａ－Ｂ－Ｃ＋Ｄ) 

【目標値】 

入所者削減見込 (Ｆ) 
3 人 差引減少見込数(Ａ－Ｅ) 

削減率 (12%) (Ｆ/Ａ) 

※身体障がい者療護施設、身体障がい者授産施設、知的障がい者更生施設(入所)に、

本町が援護の実施主体となって入所している者の合計。 
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（２）入院中の退院可能な精神障がい者の減少数 

 

●目標設定の考え方 

 平成 2６年度までに、精神科病院の入院患者のうち「受け入れ条件が整えば

退院可能な精神障がい者」（以下「退院可能精神障がい者」という）の解消をめ

ざし、平成 2６年度における退院可能精神障がい者数の減少目標値を設定。 

 

項 目 数 値 考 え 方 

現 在 － 現在の退院可能な精神障害者数 

【目標値】 

減少数 
3 人 平成 26 年度末までに減少を目指す数 

※ 目標値は、平成２３年１２月１４日付け、障福推第１１０５号「第３期障がい福

祉計画に係る精神障がい者の地域移行に係る数値目標」を参考としています。 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行 

 

●目標設定の考え方 

 平成 2６年度中に福祉施設から一般就労に移行する者を、平成 17 年度実績

の４倍以上とすることをめざす。 

 

項 目 数 値 考 え 方 

現在の年間一般就労 

移行者数 
0 人

平成 17 年度において福祉施設を退所し、

一般就労した者の数 

【目標値】 

目標年度の年間一般 

就労移行者数 

2 人
平成 26 年度において施設を退所し、一般

就労する者の数 

※平成 17 年度実績の対象とする「福祉施設」は次の施設とします。 

(身体障がい者施設)：更生施設、療護施設、授産施設（入所、通所）、小規模通所授産施

設     

(知的障がい者施設)：更生施設（入所、通所）、授産施設（入所、通所）、小規模通所授産施

設   

(精神障がい者施設)：生活訓練施設、授産施設（入所、通所）、小規模通所授産施設 
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２ 障がい福祉サービス 

 

（１）訪問系サービス 

 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障がい者等包括支援 

事業内容  

●居宅介護 

 障がい者・児を対象に、自宅で自立した生活が送れるよう、入浴、排せつ、食事等

の介護を行います。 

●重度訪問介護 

 重度の要介護状態にあり、さらに四肢にマヒのある身体障がい者を対象に、食事や

排せつ等の身体介護、調理や洗濯などの家事援助、コミュニケーション支援、外出時

における移動介護などの総合的なサービスを提供します。 

●行動援護 

 自閉症やてんかんなどの症状のある重度の知的障がい者・児、統合失調症等のある

重度の精神障がい者を対象に、自傷、異食、徘徊などの危険等を回避するための援護

の一部(移動を含む)を行うサービスを提供します。 

●同行援護 

  視覚障がいにより、移動において著しい困難を有する障がい者等につき、外出時に

おいて、当該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の

援護その他の厚生労働省で定めるサービスを提供します。 

●重度障がい者等包括支援 

 ＡＬＳ等の重度の身体障がい者、強度行動障がいのある重度の知的障がい者、重度

の精神障がい者を対象に、居宅介護などのサービスを提供する事業者が「サービス利

用計画」に基づいて複数のサービスを包括的に提供します。 

計画値と実績  

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

年度合計内訳 (単位：時間) 21 年度 22 年度 23 年度 

居宅介護 990.5 1319 1286.3 

重度訪問介護 1099.5 1254.5 1344.8 

行動援護 2289 2380.5 2430 

同行援護 0 0 60 

重度障がい者等包括支援 0 0 0 

 

合計 4,379 4,954 5,121.1 

   ※平成 23 年度の実績は見込みの値 

 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 310 330 350 

実績 364.9 412.8 426.8 

居宅介護・重度訪問介護・ 

行動援護・同行援護・重度障

がい者等包括支援(時間/月) 遂行率 117.7% 125.1% 121.9% 
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事業状況  

 21、22、23 年度とも計画値を 10～20％上回っています。 

サービス見込み量  

 

 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

行動援護 

同行援護 

時間/月 430 440 450 

重度障がい者等包括支援 人 18 19 20 
 

 

 

短期入所 

事業内容  

 障がい者・児を対象に、介助者が疾病等の理由により障がい者の介助ができなくなっ

た場合、施設に短期間入所し、入浴、排せつ、食事等の介護を行います。 

計画値と実績  

 

 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 9 10 11 

実績 6 6.5 8.4 

遂行率 66.6% 54.2% 76.4% 

計画値 40 45 50 

実績 29.3 36.3 49.4 

短期入所 

(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 73.3% 80.7% 98.8% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 利用者数については計画値の範囲内となっています。 
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サービス見込み量  

 

 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 55 60 65 
短期入所 

人 10 11 12 
 

 

 

■訪問系サービス見込み量の確保のための方策 

○ 精神障がい者に対するホームヘルプサービスや短期入所事業の実績が少ないため、

精神障がい者が利用できる体制の充実をはじめとし、それぞれの障がいの特性に対

応できる事業所の確保に努め、サービスの質・量の充実を図ります。 

○ サービス提供事業者に対して、専門的人材の確保や質的向上を図るため各種研修会

の情報提供や参加の促進などを働きかけます。 

○ 重度訪問介護や重度障がい者等包括支援といった事業に関しては、そのサービスを

必要とする障がい者が利用することができるよう、情報の周知を行いサービスが利

用しやすい体制を整えます。 

○ 相談支援を通じ、障がい者の状態や特性に合った適切なサービス利用へと繋げられ

るよう、相談支援事業所とサービス提供事業所や行政などの関係機関とのネットワ

ーク構築に努めます。 
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（２）日中活動系サービス 

 

生活介護 

事業内容  

 常時介護を必要とする障がい者に対して、障がい者福祉施設等で入浴、排せつ、食事

の介助、創作的活動、生産活動の機会等のサービスを提供します。 

計画値と実績  
 

 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 37 39 43 

実績 35.6 38.8 48.6 

遂行率 96.2% 99.4% 113.0% 

計画値 814 858 946 

実績 710.5 751.8 962.4 

生活介護 

(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 87.3% 87.6% 101.7% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度ともに、利用者数についてはほぼ計画値どおりとなっています。 

サービス見込み量  
 

 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 1098 1137 1176 
生活介護 

人 56 58 60 
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自立訓練(機能訓練) 

事業内容  

 身体障がい者を対象に、有期限のプログラムに基づき、身体機能の向上のために必

要な訓練等を提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 0 1 0 

実績 0 0 0 

遂行率 - 0% - 

計画値 0 22 0 

実績 0 0 0 

機能訓練 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 - 0% - 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度の実績については 0となっています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 0 0 0 
機能訓練 

人 0 0 0  

 

自立訓練(生活訓練) 

事業内容  

 知的障がい者・精神障がい者を対象に、自立生活が困難な方に対して有期限のプロ

グラムに基づき、地域での生活を営むうえでの必要な訓練等を提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 0 0 1 

実績 0 0 0 

遂行率 - - 0.0% 

計画値 0 0 22 

実績 0 0 0 

生活訓練 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 - - 0.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22 年度の計画値は 0 で、23 年度の計画値は 1 人ですが実績は 0 となっていま

す。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 0 0 0 
生活訓練 

人 0 0 0  
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就労移行支援 

事業内容  

 就労を希望する障がい者を対象に、有期限のプログラムに基づいて生産活動やその

他の活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練等を提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 2 2 2 

実績 1.9 2.2 2.8 

遂行率 95.0% 110.0% 140.0% 

計画値 44 44 44 

実績 17.6 36.6 35.9 

就労移行支援 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 40.0% 83.2% 81.6% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度ともに２人の利用を見込んでいましたが、22 年度実績は 2.2 人で

23 年度実績は 2.8 人となっています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 44 44 44 
就労移行支援 

人 3 3 3  

 

就労継続支援(Ａ型) 

事業内容  

 就労移行支援事業により一般企業への雇用が結びつかなかった障がい者、養護学校

を卒業して雇用に結びつかなかった障がい者などを対象に、事業者と雇用関係を結

び、生産活動その他の活動の機会を通じて、就労に必要な知識や能力の向上のために

必要な訓練等を提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 0 0 1 

実績 0 0 0 

遂行率 - - 0.0% 

計画値 0 0 22 

実績 0 0 0 

就労継続支援(Ａ型) 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 - - 0.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 23 年度の計画値は 1 人ですが、21、22、23 年度の実績については 0 となっていま

す。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 0 0 0 
就労継続支援（Ａ型） 

人 0 0 0  
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就労継続支援(Ｂ型) 

事業内容  

 就労移行支援や就労継続支援Ａ型の利用が困難と思われる障がい者や、年齢や体力

の面から就労が困難な障がい者を対象に、継続した就労の機会を提供し、生産活動や

その他の活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練等を提供しま

す。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 5 9 10 

実績 8.8 11.7 14.9 

遂行率 176.0% 130.0% 149.0% 

計画値 110 198 220 

実績 146.7 184.4 264.6 

就労継続(Ｂ型) 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 133.4% 93.1% 120.3% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度とも計画値を超えています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 284 302 320 
就労継続支援（Ｂ型） 

人 16 17 18  
 

療養介護 

事業内容  

 医療を必要とし、また、常時介護を必要とする障がい者で一定以上の障がい程度区

分の障がい者を対象に、病院等において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理

のもとでの介護や日常生活上のサービスを提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 0 0 0 

実績 0 0 0 
療養介護 
(人/月) 

遂行率 - - - 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度の計画値は 0 で、実績についても 0 となっています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

療養介護 人分/月 0 0 0  
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児童デイサービス 

事業内容  

 障がい児を対象に、施設や事業所等に通い、日常生活における基本的動作の指導、

集団生活への適応訓練などを提供します。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 0 0 0 

実績 0 0 1 

遂行率 - - - 

計画値 0 0 0 

実績 0 0 5 

児童デイサービス 
(上段：人、下段：人日/月)

遂行率 - - - 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度の計画値は 0 ですが、23 年度の実績は 1 人となっています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

人日分/月 5 5 5 
児童デイサービス 

人 1 1 1  

 

■日中活動系サービス見込み量の確保のための方策 

○ 自立した生活や経済的な自立の実現には、そのための訓練を行う場が必要となりま

す。サービスを必要としている障がい者に対して事業所の情報を提供し利用の支援

を行います。 

○ これから就労を希望する障がい者はもとより、就労した後や、職を離れた後のフォ

ローとしての相談支援体制を整えていきます。 

○ 相談支援を通じ、障がい者の状態や特性に合った適切なサービス利用へと繋げられ

るよう、相談支援事業所とサービス提供事業所や役場などの関係機関とのネットワ

ーク構築に努めます。 
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（３）居住系サービス 

 

共同生活援助(グループホーム)・共同生活介護(ケアホーム) 

事業内容  

●共同生活援助（グループホーム） 

 介護を必要としない、就労または自立訓練、就労移行支援等を利用している知的障

がい者・精神障がい者を対象に、共同生活の場を提供し、食事提供、相談等の日常生

活上のサービスを提供します。 

●共同生活介護（ケアホーム） 

 介護を必要とする知的障がい者・精神障がい者を対象に、主に夜間において共同生

活の場を提供し、入浴、食事、排せつ等の介護や日常生活上のサービスを提供します。

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 1 5 5 

実績 1 5.25 5.25 
共同生活介護・共同生活援助

(人分) 
遂行率 100.0% 105.0% 105.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度ともに、利用者数についてはほぼ計画値どおりの実績となっています。

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

共同生活援助・共同生活介護 人分/月 8 13 15 
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施設入所支援 

事業内容  

 夜間等に介護を必要とする障がい者や、「自立訓練」、「就労移行支援」を利用してい

る障がい者の中で単身での生活が困難である方、地域の都合により通所が困難な方を対

象に、夜間における居住の場を提供し、入浴や食事等の日常生活上のサービスを提供し

ます。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 11 13 16 

実績 10.1 10.5 15.3 
施設入所支援 

(人/月) 
遂行率 91.8% 80.8% 95.6% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度とも計画を下回っています。 

サービス見込み量  
 
 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

施設入所支援 人分/月 21 21 22 

 

 
 

■居住系サービス見込み量の確保のための方策 

○ 共同生活援助、共同生活介護は自宅での生活が困難となった障がい者や、施設を退

所して地域への生活に移行する障がい者の受け入れ先として、今後整備することが重

要な課題となります。 

○ 施設入所支援については、現在利用実績のある施設と連携をとり提供体制の確保を

行います。 

○ 相談支援を通じ、障がい者の状態や特性に合った適切なサービス利用へと繋げられ

るよう、町と相談支援事業所やサービス提供事業所などの関係機関とのネットワーク

構築に努めます。 
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３ その他の障がい福祉サービス 

 

（１）指定相談支援（サービス利用計画作成） 

 

指定相談支援(サービス利用計画作成) 

事業内容  

 支給決定を受けた利用者の障がい福祉サービスの利用にあたり、利用者にあわせて、

計画的なプログラムの作成を行います。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 2 3 4 

実績 0 0.8 1.6 
指定相談支援 

(人分) 
遂行率 0.0% 26.7% 40.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21 年度に２人の利用を見込んでいましたが、実績は 0となっています。 

サービス見込み量  
 

 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

指定相談支援 人 50 60 70 

 

 

（２）自立支援医療 

 

自立支援医療 

事業内容  

自立支援医療は障害者の心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活または

社会生活を営むために必要な医療となります。これまでにおける育成医療(障がいを持

つ児童が生活する能力を得るために必要な医療)、更生医療(身体に障がいを持つ者が更

生するために必要な医療)、精神障がい者通院医療(精神障がいに対する医療を入院しな

いで受ける医療)で構成されており、引き続きこれらの医療にかかる費用の支給を行い

ます。 
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（３）療養介護医療 

 

療養介護医療 

事業内容  

医療が必要で、なおかつ常時介護を必要とする身体障がい者が、医療施設からサービ

ス(療養介護)を受けた際に要した医療にかかる費用の支給を行います。 

 

（４）補装具 

 

補装具 

事業内容  

補装具(身体機能を補完・代替し、かつ、長時間にわたり継続して使用されるもの)

の購入・修理時にかかる費用の支給を行います。 

 

 

■その他障がい福祉サービス見込み量の確保のための方策 

○ 指定相談支援について、複数のサービスを必要とする障がい者に対して効果的なプ

ログラムを提供します。 

○ 医療費や補装具については情報の周知を図り、自立した生活に向けて経済的な支援

を行います。 
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■障がい福祉サービス事業量見込 一覧表 

 

No. サービス名 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

時間/月 430 440 450

1 

2 

3 

4 

居宅介護 

重度訪問介護 

行動援護 

重度障がい者等包括支援 人 18 19 20

人日分/月 55 60 65
5 短期入所 

人 10 11 12

人日分/月 1098 1137 1176
6 生活介護 

人 56 58 60

人日分/月 0 0 0
7 

自立訓練 

（機能訓練） 人 0 0 0

人日分/月 0 0 0
8 

自立訓練 

（生活訓練） 人 0 0 0

人日分/月 44 44 44
9 就労移行支援 

人 3 3 3

人日分/月 0 0 0
10 

就労継続支援 

（A型＝雇用型） 人 0 0 0

人日分/月 284 302 320
11 

就労継続支援 

（B型＝非雇用型） 人 16 17 18

12 療養介護 人分/月 0 0 0

人日分/月 5 5 5
13 児童デイサービス 

人 1 1 1

14 

15 

共同生活援助(グループホーム) 

共同生活介護(ケアホーム) 
人分/月 8 13 15

16 施設入所支援 人分/月 21 21 22

17 指定相談支援 人 50 60 70
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４ 地域生活支援事業の充実に向けて 

 

（１）相談支援事業 
 

相談支援事業 

事業内容  

●障がい者相談支援事業 

 障がい者が自立した日常生活または社会生活を送ることを目的に、障がい者ご本人

や家族の方、介護を行う方などからの相談を総合的に受け付け、障がい福祉サービス

に関する情報の提供や利用の援助、権利擁護のための必要な援助を行います。 

●地域自立支援協議会 

 相談支援事業を効果的かつ円滑に実施するため、地域自立支援協議会を設置し、相

談支援事業者の運営評価を行うことで中立・公平性を確保し、専門性の高い事例の対

応についての指導・助言を行います。また、虐待防止に向けたシステムの整備に取り

組みます。 

●市町村相談支援機能強化事業 

 社会福祉士や精神保健福祉士などの専門的な職員を配置することによって、相談支

援機能の強化を図り、相談支援事業の適正かつ円滑な実施に努めます。 

●住宅入居等支援事業 

 知的障がいや精神障がいのある方で、一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）へ

の入居を希望しているが、保証人がいないなどの理由で入居が困難な方を対象に、入

居に必要な調整や支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障がい者の地

域生活を支援します。 

●成年後見制度利用支援事業 

 成年後見制度の利用が有効と認められる知的障がい者や精神障がい者に対して、成

年後見制度の利用を支援して権利の擁護を図ります。 

計画値と実績  

 

 (単位：箇所) 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 3 3 3 

実績 3 3 3 
障がい者相談支
援事業 

遂行率 100.0% 100.0% 100.0% 

計画値 1 1 1 

実績 1 1 1 
地域自立支援協議
会 

遂行率 100.0% 100.0% 100.0% 

計画値 3 3 3 

実績 3 3 3 
市町村相談支援
機能強化事業 

遂行率 100.0% 100.0% 100.0% 
※平成 23 年度の実績は見込みの値 
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事業状況  

 相談支援事業の設置については計画値どおりとなっています。 

サービス見込み量  
 

 24 年度 25 年度 26 年度 

Ⅰ障がい者相談支援事業 3 箇所 3 箇所 3 箇所 

Ⅱ地域自立支援協議会 実施 実施 実施 

Ⅲ市町村相談支援機能強化事業 実施 実施 実施 

Ⅳ住宅入居等支援事業 実施 実施 実施 

Ⅴ成年後見制度利用支援事業 実施 実施 実施 
 

 

（２）コミュニケーション支援事業 
 

コミュニケーション支援事業 

事業内容  

 聴覚障がいや言語障がいなど、意思の疎通が困難な障がい者に対して手話通訳者、要

約筆記者の派遣、手話通訳者の設置に努め、障がい者等とその周りの方の意思疎通を円

滑なものにします。 

計画値と実績  
 

(単位：件/月) 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 ４ ５ ５ 

実績 ３．４ ３．５ ３．０ 
手話通訳者派遣
事業 

遂行率 85.0% 70.0% 60.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度とも実績及び遂行率が計画値を下回っています。 

サービス見込み量  
 

実利用見込み者数 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

Ⅰ手話通訳者派遣事業 人/月 5 5 5 

Ⅱ要約筆記者派遣事業 人/月 1 1 1 

Ⅲ手話通訳者設置事業 人/月 - - -  
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（３）日常生活用具給付等支援事業 

 

日常生活用具給付等事業 

事業内容  

 重度の障がい者・児を対象に、日常生活に必要な用具を給付または貸与します。 

計画値と実績  
 

(単位：件/年) 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 ２ ２ ２ 

実績 １ ２ ２ 介護訓練支援用具 

遂行率 50.0% 100.0% 100.0% 

計画値 ２ ２ ２ 

実績 １ ０ １ 自立生活支援用具 

遂行率 50.0% 0.0% 50.0% 

計画値 ２ ２ ２ 

実績 ０ ０ ０ 
在宅療養等支援

用具 
遂行率 0.0% 0.0% 0.0% 

計画値 ４ ４ ４ 

実績 ２ ３ ２ 
情報・意思疎通支

援用具 
遂行率 50.0% 75.0% 50.0% 

計画値 ２０ ２０ ２０ 

実績 １７ １７ ２０ 
排泄管理支援用具

(件/月) 
遂行率 85.0% 85.0% 100.0% 

計画値 １ １ １ 

実績 ０ ０ １ 住宅改修 

遂行率 0.0% 0.0% 100.0% 

※「排泄管理支援用具」のみ月ベース、平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 計画値を大幅に上回る実績はなく、ある程度見込みに沿った実績となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

Ⅰ介護訓練支援用具 件/年 2 2 2 

Ⅱ自立生活支援用具 件/年 2 2 2 

Ⅲ在宅療養等支援用具 件/年 1 1 1 

Ⅳ情報・意思疎通支援用具 件/年 4 4 4 

Ⅴ排泄管理支援用具 件/月 21 22 23 

Ⅵ住宅改修費 件/年 1 1 1 

 ※「排泄管理支援用具」のみ月ベース 
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（４）移動支援事業 
 

移動支援事業 

事業内容  

 屋外での移動が困難な障がい者に対して、社会生活上に必要な外出及び余暇活動等の

社会参加のための外出の際の支援を提供します。 

計画値と実績  
 
移動支援事業 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 ３３ ３４ ３５ 

実績 ３８ ３８ ４０ 
利用者 
(人/月) 

遂行率 115.2% 111.8% 114.0% 

計画値 ２８５ ３００ ３１５ 

実績 ２６８ ２５８ ２６１ 
利用時間 
(時間/月) 

遂行率 94.0% 86.0% 82.9% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21年から23年にかけて利用者は増加していますが、計画値の範囲内となっています。

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/月 41 42 43 

利用見込み時間数 時間/月 270 280 290  

 

（５）地域活動支援センター事業 
 

地域活動支援センター事業 

事業内容  

 地域活動支援センターにおいて創作活動の場や生産活動の機会の提供を行い、障がい

者等が通うことによって、地域生活の支援を行います。 

 地域活動支援センターの機能強化を図るために、社会との交流促進等の事業を実施し

ます。 

計画値と実績  
 
地域活動支援センター事業 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 3 3 3 

実績 2 2 2 
実施箇所数 

(箇所) 
遂行率 66.0% 66.0% 66.0% 

計画値 8 9 9 

実績 9 10 10 
利用者数 
(人) 

遂行率 112.0% 111.0% 111.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 
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事業状況  

 利用者数は計画値どおりとなっています。 

サービス見込み量  
 

 単位 24 年度 25 年度 26 年度  

実施見込み箇所数 箇所 2 2 2  

実利用見込み者数 人 11 12 13  
 

 

（６）その他の事業 

 

日中一時支援事業 

事業内容  

 在宅で介護をしている家族の就労及び一時的な休息のため、一時的に見守り等の支援

が必要と認められる障がい者の日中における活動の場を確保し、日常生活に必要な訓練

や支援を行います。 

計画値と実績  
 

 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 1 1 2 

実績 0 0 4 
利用者 
(人/月) 

遂行率 0.0% 0.0% 200.0% 

 ※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22 年度ともに実績はありませんでしたが、23 年度は計画を上回っています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/月 5 6 7 
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重度身体障がい者訪問入浴サービス事業 

事業内容  

 在宅で生活をしている重度の身体障がい者の居宅を訪問し、入浴の介護サービスを提

供することで、身体の清潔保持、心身機能の維持等を図ります。 

計画値と実績  
 

 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 3 3 4 

実績 ２ ２ ２ 
利用者 
(人/月) 

遂行率 66.0% 66.0% 50.0% 

 ※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度ともに２人の利用実績があり、計画値の範囲内となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/月 ３ ３ ３ 
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スポーツ・レクリエーション教室、芸術・文化講座開催等事業 

事業内容  

●スポーツ・レクリエーション教室開催事業 

 障がい者の体力保持・増強、健康増進、交流機会の確保、余暇時間の充実を図るた

め、障がい者スポーツの普及や各種スポーツ・レクリエーション教室の開催等にかか

る費用の補助を行います。 

●芸術・文化講座等開催事業 

 障がい者の交流機会の確保、余暇時間の充実、創作意欲の助長を図るため、芸術・

文化に関する教室の開催等にかかる費用の補助を行います。 

計画値と実績  
 
 21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 4 4 4 

実績 3.9 3.9 3.9 
開催回数 
(回/月) 

遂行率 97.5% 97.5% 97.5% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 月３回から４回開催されています。計画値の範囲内となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

スポーツ・レクリエーション教室、芸術・

文化講座等開催回数 
回/月 4 4 4 

 

 

自動車運転免許取得費及び自動車改造費助成事業 

事業内容  

 障がい者が自動車運転免許の取得及び自動車を改造する際に要する費用の一部を助成す

ることで、障がい者の社会参加を促進します。 

計画値と実績  
 

(件/年) 21 年度 22 年度 23 年度 
計画値 1 1 1 
実績 0 0 0 

自動車運転免許
取得費助成事業 

遂行率 0.0% 0.0％ 0.0% 
計画値 1 1 1 
実績 1 2 1 

自動車改造費助
成事業 

遂行率 100.0% 200.0％ 100.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 自動者運転免許所得費助成の実績はありませんでしたが、自動車改造費助成はほぼ計画

値どおりとなっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

自動車運転免許取得費助成事業 件/年 1 1 1 

自動車改造費助成事業 件/年 1 1 1  
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寝具乾燥車派遣事業 

事業内容  

 重度の身体障がい者及び重度知的障がい者で、自宅での寝具の乾燥が困難と思われる方

を対象に、寝具乾燥車を派遣し、寝具の乾燥を行います。 

計画値と実績  
 

21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 1 1 1 

実績 2 2 2 
実利用者 
(人/年) 

遂行率 200.0% 200.0% 200.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 利用人数は計画値より１人多い実績となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/年 2 2 2 
 

 
 

■地域生活支援事業見込み量の確保のための方策 

○ 町単独で実施する事業のほか、必要に応じて近隣市町村や県との連携を図り、円滑

にサービスを提供できる体制を整備します。 

○ サービス内容やサービス提供事業者に関する情報を周知するとともに，サービスの質

の向上に努め，利用しやすい制度としていきます。 
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（７）地域生活支援事業以外の事業 

 

障がい者・児生活サポート事業 

事業内容  

 障がい者自立支援法のサービスには該当しないが、在宅で生活をする障がい者・児を対

象に、一時預かりや宿泊提供、介護者派遣、外出援助、送迎、移送等の生活支援に関する

サービスを提供します。 

計画値と実績  
 

21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 130 135 140 

実績 128 127 129 
登録者数 
(人/年) 

遂行率 98.0% 94.0% 92.1% 

計画値 300 315 330 

実績 266 254 258 
利用時間数 
(時間/月) 

遂行率 87.0% 81.0% 78.2% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 計画値の範囲内の実績となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/年 135 135 135 

利用見込み時間数 時間/月 270 270 270  

 

福祉タクシー利用助成事業 

事業内容  

 障がい者の外出支援や社会参加を促進するため、タクシー利用にかかる初乗り料金の助

成を行います。 

計画値と実績  
 

21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 34 35 36 

実績 28 29 29 
実利用者 
(人/年) 

遂行率 82.4% 82.9% 80.5% 

計画値 370 380 390 

実績 315 341 320 
延べ利用件数 

(件/年) 
遂行率 85.0% 89.7% 82.0% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 
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事業状況  

 21、22、23 年度とも、計画値の範囲内です。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/年 32 32 32 

延べ利用見込み件数 件/年 380 380 380  

 

重度心身障がい者自動車燃料費助成事業 

事業内容  

 障がい者の外出支援や社会参加を促進するため、重度の心身障がい者を対象に自動車燃

料費の助成を行います。 

計画値と実績  
 

21 年度 22 年度 23 年度 

計画値 135 140 145 

実績 113 118 120 
実利用者 
(人/年) 

遂行率 83.7% 84.3% 82.8% 

計画値 1,170 1,200 1,250 

実績 1,161 1,185 1,190 
延べ利用件数 

(件/年) 
遂行率 99.2% 98.8% 95.2% 

※平成 23 年度の実績は見込みの値 

事業状況  

 21、22、23 年度ともに計画値どおりの利用となっています。 

サービス見込み量  
 

単位 24 年度 25 年度 26 年度 

実利用見込み者数 人/年 125 130 135 

延べ利用見込み件数 件/年 1250 1300 1350  
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■地域生活支援事業等サービス量見込 一覧表 

 

・必須事業 

No. サービス名 単位 24 年度 25 年度 26 年度 備考 

1 相談支援事業  

 Ⅰ障がい者相談支援事業 箇所 3 3 3 

 Ⅱ地域自立支援協議会 － 実施 実施 実施 

 Ⅲ市町村相談支援機能強化事業 － 実施 実施 実施 

  Ⅳ住宅入居等支援事業 － 実施 実施 実施 

  Ⅴ成年後見制度利用支援事業 － 実施 実施 実施 

2 コミュニケーション支援事業合計   

  Ⅰ手話通訳者派遣事業 人/月 5 5 5 

  Ⅱ要約筆記者派遣事業 人/月 1 1 1 

  Ⅲ手話通訳者設置事業 人/月 - - - 

3 日常生活用具給付等事業合計 件/年  

  Ⅰ介護訓練支援用具 件/年 2 2 2 

  Ⅱ自立生活支援用具 件/年 2 2 2 

  Ⅲ在宅療養等支援用具 件/年 1 1 1 

  Ⅳ情報・意思疎通支援用具 件/年 4 4 4 

  Ⅴ排泄管理支援用具 件/月 21 22 23 

  Ⅵ住宅改修費 件/年 1 1 1 

4 移動支援事業  

  実利用見込み者数 人/月 41 42 43 

  利用見込み時間数 時間/月 270 280 290 

5 地域活動支援センター事業      

  実施見込み箇所数 箇所 2 2 2  

  実利用見込み者数 人 11 12 13 
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・任意事業 

No. サービス名 単位 24 年度 25 年度 26 年度 

1 日中一時支援事業 人/月 5 6 7

2 重度身体障がい者訪問入浴サービス事業 人/月 3 3 3

3 
スポーツ・レクリエーション教

室、芸術・文化講座開催等事業 
回/月 4 4 4

4 自動車運転免許取得費助成事業 件/年 1 1 1

5 自動車改造費助成事業 件/年 1 1 1

6 寝具乾燥車派遣事業 人/年 2 2 2

 

・地域生活支援事業以外の事業 

No. サービス名 単位 21 年度 22 年度 23 年度 

1 障がい児･者生活サポート事業  

  実利用見込み者数 人/年 135 135 135

  利用見込み時間数 時間/月 270 270 270

人/年 32 32 32
2 福祉タクシー利用助成事業 

件/年 380 380 380

人/年 125 130 135
3 

重度心身障がい者自動車 

燃料費助成事業 件/年 1250 1300 1350
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